
ご意見と回答 

 

提案・意見 

小学校の防災倉庫と倉庫について(回答:6月 26日時点） 

(2026 年 6 月受付) 

基礎について回答ありがとうございます。 

市内小学校に存在する全ての防災倉庫と倉庫がコンクリート基礎か転落防止措

置を施しているということでよいですか。 

前の質問で答えてもらっていませんが、そのような措置をせずにただ単に置いて

あるだけの倉庫もちらほらありましたが全ての倉庫が基礎の基準に適合してい

るということでよいですか。 

 

 

回答 

この度のご指摘を受け、市内全ての学校の防災倉庫について、改めて点検を実

施いたしましたところ、児童・生徒が日常的に利用しない区域に設置している一

部の倉庫において、安全確保が十分でないことが確認されました。 

つきましては、速やかに安全対策を講じるとともに、転倒防止措置を含めた必要

な対応を行ってまいります。 

【危機管理課】 

 

学校施設における倉庫は、物置として取得し、コンクリートブロックの上に置いて

設置したものもございます。 

しかし、昨今の全国的な地震の状況を鑑み、児童・生徒の安全確保を第一に考え、

引き続きご指摘いただいた倉庫に加えて敷地内における倉庫の再確認を進め、

転倒防止措置を講じていきますので、ご理解賜りますよう、よろしくお願いいた

します。 

【学校施設整備課】 

 

危機管理課・学校施設整備課(2026 年 6 月回答(6 月 20 日～26 日)) 

カテゴリ：くらし・環境＞防災



ご意見と回答 

 

提案・意見 

入湯税条例の改正に関する法令上の整理について(回答:6月 26日時点) 

(2026 年 6 月受付) 

地方税法第 701 条の「課するものとする」という規定について、制度理解のため

改めてお伺いいたします。 

伊勢市では地方税法第 701 条の規定を踏まえ、現在は入湯税を課税しているも

のと理解しておりますが、 

法令上の整理として、伊勢市が条例改正により入湯税を廃止する内容の条例案

を市議会へ提出することは可能と考えてよろしいでしょうか。 

私は入湯税の政策的な是非ではなく、「課するものとする」という規定を伊勢市

が法令実務上どのように整理しているのかを確認したいと考えております。 

 

 

回答 

条例改正の議案の提出について、改正の必要性があり、法の範囲内であれば可

能です。 

当市では入湯税の課税を必要と認識していることから、地方税法第 5 条第 4 項

や地方税法第 701 条の規定に基づき、伊勢市市税条例第 141 条に「入湯税は、

鉱泉浴場における入湯に対し、入湯客に課する。」と規定しております。 

 

課税課(2026 年 6 月回答(6 月 20 日～26 日)) 

カテゴリ：くらし・環境＞税金



ご意見と回答 

 

提案・意見 

市民武道館の利用苦情(回答:6月 24日時点) 

(2026 年 6 月受付） 

市民武道館 R8.6.15 私用において 21：30 まで電気をつけて使用しているた

め震動と騒がしい声がしているが、市はこの団体にどのような使用許可を与えて

いるのか 

また指導しているのか HP にて返答願いたい。住民規約は 21：00 には住民の

迷惑をかけずに終了すると設立当時していたが、最近ずっと時間は守られていま

せん 

子どももいるし苦慮している！ 

 

 

回答 

この度は、大変ご迷惑をおかけして申し訳ありません。 

ご指摘いただきましたとおり、伊勢市市民武道館の使用時間につきましては、午

後 9 時までと定めております。 

早速、利用団体へは、利用時間の厳守と周辺住民への配慮について注意・指導を

行いました。 

 

スポーツ課(2026 年 6 月回答(6 月 20 日～26 日)) 

カテゴリ：その他＞その他



ご意見と回答 

 

提案・意見 

新耐震基準の住宅の耐震補強補助金の創設について(回答:6月 24日時点) 

(2026 年 6 月受付) 

地震は必ず起こるもので、旧耐震の補助ばかりではなくて、新耐震基準の建物も

十分古くなり耐震性が落ちてきています。 

新耐震基準の住宅も耐震補強の補助金を創設してください。 

 

 

回答 

ご提案いただきました新耐震基準の住宅に対する耐震補強の補助制度について

は、大事な視点と捉えております。しかしながら、伊勢市で補助の対象としている

旧耐震基準木造住宅の市内の耐震化率は、県の推計値によると令和 5 年時点で

約 41.11%であり、耐震化が必要な住宅がまだまだ多く残っているところです。

また、木造建築物を対象とした調査になりますが、国が公表している資料により

ますと、平成 28 年熊本地震や令和 6 年能登半島地震において、旧耐震基準の

木造建築物の被害が顕著であったという結果が出ております。これらをふまえ、

まずは喫緊の課題として、倒壊のリスクが高い旧耐震基準の木造住宅の耐震化

に注力してまいりたいと考えていますので、ご理解賜りますようお願いいたしま

す。 

 

住宅政策課(2026 年 6 月回答(6 月 20 日～26 日)) 

カテゴリ：くらし・環境＞防災


